
２か年のプラットフォームの会員登録者（2023年３月現在）は、以下の通り。

登録者総数： 1,424名

団体総数： 706団体

内訳
地方公共団体： 281団体
省 庁： 11団体
民間事業者： 290団体
非営利団体： 38団体
金融機関： 47団体
その他： 39団体

※「その他」は、主に大学や個人等
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⚫ PFSの周知・普及促進に向けた情報発信と、意見交換の創出
⚫ PFS活用の気運を醸成に向けた地方公共団体等と民間事業者、大学等の間の連携を促進するネットワークの構築

地域プラットフォーム形成の目的・意義

会員登録

地域プラットフォームの機能

１）PFSの理解促進・関心醸成

２か年の活動概要

２）PFS活用に関するノウハウ蓄積

３）意見交換を通じたネットワークの構築

４）地方公共団体における案件形成の促進

・PFSを周知し、基礎的理解の促進と関心醸成を図る。

・意見交換を通じたネットワーク構築と関係者への情報提供

・事業化に向けた自治体の検討課題を把握し、ノウハウの蓄積をはかる

・自治体におけるPFSの活用に向けた具体的な検討の着手を促進

目的 概要

未活用勉強会WG
PFSの活用経験のない地方公共

団体向けの基礎入門講座

先行事例を地方公共団体、民間事

業者双方の視点から紹介

特定テーマWG１
重点３分野についてPFS活用に

向けた研修形式のWG

共通的ガイドラインの手順に沿って各

プロセスのポイントを検討

特定テーマWG２
まちづくり分野におけるPFSの可能

性について検討するWG

自治体からの課題の共有と民間提

案によるまちづくりへのPFS活用につい

て協議

特定地域WG１
特定の地域における広域連携によ

るPFS活用を検討するWG

自治体間の課題を共有し広域連携

によるPFS活用について協議

特定地域WG２①、②
特定の地域におけるPFS活用を検

討するWG

２つの地域（富山市、愛媛県）を

中心としたPFS活用に向けた検討

２か年で、基礎から応用まで、目的の異なる５つのWGを開催。



特定テーマWG

特定地域WG
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＜特定地域WG１＞ ＜特定地域WG２＞

■富山市を中心としたWG ■愛媛県を中心としたWG■合志市・天草市・本県市長会

＜特定テーマWG１＞ ＜特定テーマWG２＞ ・総登録者数（累積）：433名



PFS/SIB推進セミナー

■開催概要
名称：PFS/SIB推進セミナー2022
日時：2022年3月24日（金）13:30～15:30
場所：オンライン開催
■プログラム
・開会
・各府省庁におけるＰＦＳ関連施策の取組
（内閣府・厚生労働省・経済産業省・法務省）
・PFS官民連携プラットフォーム活動報告
（事務局）
・有識者によるパネルディスカッション
（SIIF・EY・日本総研）
・閉会
■事前登録者数及び視聴者数
・事前登録者数：252名（セミナー視聴希望者）
・当日視聴者数：181名（事前登録の71.8％）

■開催概要
名称：PFS/SIB推進セミナー2022
日時：2022年3月10日（金）13:30～15:30
場所：オンライン開催
■プログラム
・開会
・PFS官民連携プラットフォーム活動報告（事務局）
・PFSアクションプラン（令和5～7年度）の策定
（内閣府）
・各府省庁におけるPFS関連施策の取組
（内閣府・厚生労働省・経済産業省・法務省・
国交省）

・パネルディスカッション（八王子市・公文・SVJ）
・閉会
■事前登録者数及び視聴者数
・事前登録者数：315名（セミナー視聴希望者）
・当日視聴者数：249名（事前登録の71.8％）

未活用勉強会WG
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・総視聴者数（累積）：264名

今後の示唆

• PFSの周知・機運醸成▶２か年で登録者数が、667名から1,424名、登録団
体数も413団体から706団体に増加。

• 基礎知識の習得▶各WGを通じて、多方面からPFSの可能性や課題にいて検討
し、参加者からはPFSの理解につながったとの感想が得られた。

• 案件組成の支援▶各WGを通じて、具体的な案件組成や案件組成に向けた継
続的・積極的な検討の動きが見られている

プラットフォームの成果

以下のような課題に引き続き取り組んでいく必要がある。
・ 先進事例の蓄積と効果的な情報発信
・ ガイドラインの改訂及び解説・補足資料の整理
・ エビデンスの整理・情報提供
・ 官民対話・マッチングの促進
・ その他（大学等研究機関との連携、NPO等の民間主体からの案件組成の

可能性の検討、多様な資金調達方法の検討）
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